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地域福祉計極策定の意義に関する考察
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本研究では、社会福祉法の条文に地域福祉計画を規定するに至るまでの経緯、および法規定の内容
を検討することによって、地域福祉計画の意義について考察した。現在、自本では地方自治体が家
族や地域社会の結びつきを高め、地域福祉を推進するための有効な資源として家族と地域社会を河形
成するために、地域社会における公私のサポートの供給を計画的に行うことが必要になった。このた
め、社会福祉法に規定されている地域福祉計部の策定において、地域指祉を推進するための理念だけ
でなく、具体的に地域の社会資源を活用して、地域住民の社会参加を促進する計商が求められる。ま
た、社会福祉法に示された社会福祉の理念を達成するためには、地方自治体が地域福祉を総合的かっ
計間的に推進する必要がある。このようなことから、行政と地域住民が産接意見を出し合いながら計
画を策定していくこと、計画の策定には多犠な世代が参加すること、および従来の縦割りではなく横
断的な組繊体制をとることが重要になり、さらに、地域住民に対する福祉教育の観点を含める必要性
があると考察した。
Keywords:地域指祉計頭市町村地域福祉計画都道府県地域指祉支援計調社会福祉法住民参加
I.はじめに
日本では、高度経済成長以降産業講造が急、激に変化したため、それに伴って地域社会が崩壊し、家族に
おいても核家族化が進むことで、それまで、の大家族が持っていた相互扶助の機能が弱体化していった。 深
刻化した現在の福祉関題に対処するためには、弱体化した家族機能と人間関係が希薄化した地域社会自ら
が問題解決に当たることが求められるようになった。
このため、地方自治体が家族や地域社会の結びつきを高め、地域福祉を推進するための有効な資源とし
て家族と地域社会を再形成していくことが必要になり、地域社会における公私のサポートの供給を計画的
に行うことが検討されるようになった。
さらに、地方自治体は、家族や地域社会といったインフォーマルなサポートネットワークの基盤強化策
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を積極的に推進する必要があった~現在、社会福祉法では、各自治体において市町村地域福祉計酉およ
び都道府県地域福祉支援計磁を策定することが規定されるに至っている。
j享生労働省によれば、全国の市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画等の策定状況で、策定
済みと平成19年度以降に策定予定については次の通りとなっている。市町村地域指祉計画において、市底
で、lは土62加9か所(け78.4%)λ、町村では46訂7か所 (ω45.0%)λ、市区R倒町1汀I村の言計十札1，096カか、所 (5叩9.6%)λ、都道府県地域福
社支援計酉でで、は計4却Oか所 (ω85.1%) とされている(平成1沼8年1叩O月1白現在のi状犬況調査結果)戸2お)
探釘I村における地域福祉計画については策定が遅れているため、町村において地域福祉計画を策定するの
に困難な状況があると考えられる。地域福祉計画は社会福祉法に規定されているが、町村にとっては、地
域福祉計画策定に関して検討すべき内容が多岐に渡るため策定するのに時間がかかること、および策定に
必要な人的資源や福祉施設等の社会資源が不足していることが推測される。しかしながら、町村において
策定に難航すると予測されるにもかかわらず、地域福祉計画を法規定したのは、日本の社会状況の急、激な変
化に対応するのに意義がある対策と考えられるためであろう。
これらのことから、本研究の自的は、社会福祉法のなかに地域福祉計画を規定するまでの経緯および法
規定の内容等を検討することによって、地域福祉計画の意義について考察することとする。
立闘市町村地域福祉計額の議定義務化に至るまでの地域福祉計画に関する展開
1955年から1974年に国内総生産がマイナスに転じるまでの約20年間の高度経済成長の時期に、農業が衰
退し、軽工業から重化学工業・サービス産業へ中心が移り、保護主義的園内産業育成から資本・貿易自由
化を経て、大企業の輸出拡大・多国籍企業化へ向かう等、経済構造・産業構造は激変した。経済成長率は
年王子均10%と非常に高く、急速な経済発展は国民生活に大きな変化を及ぼした。
1960年代以前の日本において、農村部には村落共同体、都市部には町内会があり、地域社会の人々の幹
は強かった。この頃の日本の地域社会の多くは農村社会であったため、多くの国民が農村部で生活をして
いた。
しかしながら、急速な工業化による高度経済成長に伴って、農村部からは若年人口が流出することにな
り、農村は過疎化すると共に村落共同体が解体した。一方、都市部では、人口流入により過密化し、町内
会による共同体が衰退した。
したがって、当時の地域政策のテーマはコミュニティ形成が課題となり、 1969(昭和44)年に東京都社
会福祉審議会から「東京都におけるコミュニテイ・ケアの進展についてjの答申が行われ、従来の施設を
中心とする限定された対象への福祉サーどスから、地域社会において必要な者が誰でも利用できるコミュ
ニテイ・ケアへの発展が提言されるに至った九つまり、地域に住む高齢者等を対象に、社会福祉機関や
施設が社会福祉に興味のある地域住民の参加を得て行われる方法が重視されるようになった。
高度経済成長が終需を迎え、ポスト工業化の時代となり、 1980年代以降、各地方自治体における大きな
問題は、人口の移動ではなく人口の高齢化とそれに伴う高齢者介護となった。このため、もはやコミュニ
ティ政策ではなく、地域医療や地域福祉を中心とした具体的な地域政策が講じられるようになり、地域住
民の社会参加には社会資源が不可欠となった。
1989年に出された「東京都における地域福祉推進計画の基本的あり方jでは、東京都における「地域福
祉計酷j、区市町村による「区市町村地域福祉計画」、住民主体により策定される[池域福祉活動計部Jの
3つの計画が、相互に整合性をもって補完し合う関係にあるとされている。このことは「三相計画Jとい
う新たな考え方であり、公私留&~動による重層的な地域福祉計画のあり方を提示したものであったの。さら
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に、地域搭祉を行ううえで各地方自治体に地域福祉計翻が必要であり、都道府県や市町村各々が地域福祉
計画を策定すること、計闇策定において住民が主体となることが重要だと指捺している。
1990年に社会福祉関係人法改正に伴い、社会福祉行政が留の機関委任事務から市町村の間体委任事務と
なると共に、在宅福祉サーピスが市町村の業務として位置付けられた。また「老人保健福祉計酪Jの策定
が市町村に義務化されたため、市町村が地域福祉計関を作ることが課題となった。以降、児童、
分野別の計麗策定が進められるようになり、地域社会おいて社会福祉を推進するうえで、言十覇の策定が重
視されるようになった。さらに、介護保険制度を施行するために、地方自治体において「介護保検事業計
闇jと「高齢者銀健福祉計画Jを一体的に策定した。このため、地域福祉計画には、 i猿害者計画、児童育
成計廊、高齢者保健福祉計画など領域別の福祉計画を越えた総合性を持つことが求められた。
以上のように、日本では地域社会の変化により地域福祉が確立しないことには、地域住民が安心して生
活することができない状況に路ったため、社会福祉講造改革が推進されるとともにこれに基づく社会福祉
法が成立し、地域福祉計画の策定が必要になった。
民社会揺祉基礎構謹攻革と地域撞祉計画
閣の「社会福祉基礎構造改革について(中間まとめはでは改革の必要がある理自として、次のことを
あげている。
福祉を取り巻く状況には、少子・高齢化、家庭機能の変化、抵成長経済への移行、社会福祉に対する国
民の意識の変化、国民全体の生活の安定を支える社会福祉制度への期待がある。しかしながら、社会福祉
制震については、現行の器本的枠組みは終戦i直後の生活閤窮者対策を前提としたものであるにもかかわら
ず、今日まで50年間維持されている。現状のままでは増大、多様化する福祉需要に十分に対応していくこ
とは思難であるため、この間に児童福祉法の改正や介護保険法の制定を実施してきたことを述べている。
さらに、現在の制度では今後の要請にj之、えられないため、社会福祉の基礎構造を抜本的に改革する必要が
あるとしている。
改革の基本的方向として、①サービスの手IJ用者と提供者の対等な関係の確立、②個人の多様な需要への
地域での総合的な支援、③l幅広い需要に応える多様な主体の参入促進、④信頼と納得が得られるサービス
の質と効率性の向上、①情報公開等による事業運営の透明性の確保、⑥増大する費用の公平かつ公正な負
担、⑦住民の讃極的な参加による福祉の文化の創造、をあげている。
これを踏まえて、日本の地域社会において地域福祉計画が必要になり、社会福社法が改正され市町村ー地
域福祉計画の作成が義務化されるに至った。社会福祉法に規定されている地域福祉計閣の策定は、地域揺
祉を推進するための理念だけでなく、具体的に地域の社会資源を活揺して、地域住民の社会参加を促進す
る計画を含めることを求めている。
また、地域福祉計蹄とは、地方自治体が地域福祉を総合的かつ計翻的に推進することにより、社会福祉
法に示された社会福祉の理念を達成するための計閣であり、地域福祉と地域社会のあり方に関わってい
る。
社会福祉法において市町村地域福祉計画の策定が規定される以前に、主体的に地域福祉計闘を策定し、
計画を実行した地方自治体もあった。一例として、 1996年から 4年間をかけて茅野市地域揺祉計閤(茅野
市では「福祉21ビーナスプランjとしている)が策定された。
この計画の基本的枠組みは、①一人一人が主役となり、[共に生きるJことができるまち。②生涯にわ
たって健やかに、安心して暮らせるまち。③ふれあい、学ぴあい、支えあいのあふれるまち。④すべての
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人にとって豊かで、快適に生活することができるまち。の 4つの基本理念を具現化するために、 f暮らしの
範閤を段i法的なレベルに分け(生活醤の階層化)、保健福祉サービスもそれらの階層に合わせて体系化す
る(保健福祉サービスの重層化)Jというコンセプトにある。各時留における関係者の縦・横のネットワー
クの構築と保健・医療・福祉の連携・一体化、生渡学習活動を通じた地域住民の主体的な参加により、本
計画の基本理念を兵現化し、促進しようとするものである九
このように、市町村における地域福祉のあり方をどのように考えるのかということだけでなく、地域住
民と行政が共通した自標を持つことも、市町村地域福祉計闘の策定に際して必要で、ある。
五人社会福祉法における地域撞祉計画の位罷付け
社会福祉基礎構造改革の集大成として、 2000年に社会福祉事業法の名称が変更され、社会福祉法が成立
し、 1951年に成立した社会福祉事業法の枠組みが大きく変わった。
新たな枠組みとして、 f措置jから「契約j社会への移行と福祉サーどス利用者の権利擁護および自立
支援、地方分権と住民参加、国民の連帯と自己責任、地域福祉の推進に向けた地域社会を基盤とした福祉
サービスの構築などをあげることができるヘ
このため、地域住民自らが多様な生活上の課題に日を向け、自発的・積極的にその解決に向けて取り組
むことが求められている。摩生労働省は、「地域福祉計画策定指針の概要jにおいて「地域住民に対して、
社会福祉に限られた社会的弱者に対するサービスとしてではなく、身近な日々の暮らしの場である地域社
会での多様な生活課題に地域全体で現り組む仕組みとして捉え査し、地域住民としてこれらの多議な生活
課題に自を向け自発的・積極的に取り組むこと、および、社会福祉を特定の人に対する公費の投入として考
えるのではなく、福祉活動を通じて地域を活性化させるものとして積極的な視点で捉えるよう強く訴えて
いる」としている九
このように、地域福祉計画には、地域住民等の積緩的な参加や、地域の特性に応じた計磁を策定するこ
との重要性が強調されている。計癌の策定において住民参加がなされるためには、地域住民自らが地域社
会において、健やかで、安心で、きる生活を目指す観点が必要となってくる。
V.社会箔祉法における地域福祉計爵の理念と目的
社会福祉法第 l条において「この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項
を定め、社会福祉を自的とする他の法律と相まって、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域におけ
る社会福祉(以下「地域福祉」という。)の推進を罰るとともに、社会福祉事業の公明かっ適正な実施の
確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を関り、もって社会福祉の増進に資することを目的とす
る」とされている。つまり、地域における社会福祉の推進を図ることが百的として掲げられている。
さらに、「地域住民、社会福祉を自的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者は、
相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する として日常生活を営み、社
会、経済、文化その地あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めな
ければならないJ(同法第4条)と規定されている。つまり、地域福祉推進の主体は「地域住民、社会福
祉を自的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者jの三者である。これらが相互に協
力しあうことにより f福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を
み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるようにすることjであると
地域福祉計額策定の意義に関する考察 219 
した。
また、地方自治法第2条第4項には、 f市町村は、その事務を処理するにさきたっては、議会の議決を経
てその地域における総合的かっ計闇的な行政の運営を困るための基本構想、を定め、これに即して行なうよ
うにしなければならないjとされている。
これらを踏まえて、社会福祉法第107条では、 f市町村は、地方自治法第2条第4項の基本構想、に即し、
地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計蘭(以下「市町村ー地域搭祉計画」
という。)を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経
営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、
その内容を公表するものとする」と規定している。なお、次に掲げる事項とは、 11.地域における福祉
サービスの適切な利用の披進に関する事項、 2.地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に
関する事項、 3.地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項Jとされている。
さらに、開法第108条では、 f都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を通ず
る広域的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画
(以下「都道府県地域福祉支援計画」という。)を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、
公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、その内容を公表
するものとするJと規定している。なお、次に掲げる事項とは、 11.市町村の地域福祉の推進を支援す
るための基本的方針に関する事項、 2.社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に
関する事項、 3.揺祉サービスの遮切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達のための
基盤整備に関する事項jと定めている。
これらの地域福祉計聞に関する規定(法第107条および第108条)は平成15年4月I自に施行されている。
このように、社会福祉法第4条における地域福祉を推進するための方策として、同法第107条、第108条
で、市町村が市町村地域福祉計閥、都道府県が地域福祉支援計闘を策定することが定められている。また、
同法第107条、第108条には、各々、市町村・地域指祉計閥、都道府県地域福祉支援計闘に盛り込むべき事項
を列挙している。しかしながら、この間計画について具体的に侍を計画すればよいのかが明記されていな
しミ。
児市町村地域掻祉計画と都道府県地域揺社支援計画
社会福祉法に規定されている条文から、「市町村地域指祉計画Jは、地域住民に身近な行政主体である
市町村が、地域福祉推進の主体である住民等の参加を得て、地域の生活課題やそれを解決するために必要
なサーピスを示すとともに、サービスを確保し提供するための具体的な方法を明らかにする計画、「都道
府県地域福祉支援計菌」は、広域的な見地から、市町村が地域福祉を推進するための支援について具体的
に明らかにする計画であると捉えられる。つまり、地域福祉計画は行政計商であり、市町村および都道府
県が地域住民の合意を形成することが求められている。
市町村地域福祉計画に関しては、社会保障審議会福祉部会(平成14年1月28日実施)における、「市跨
村地域福祉計酪及び都道府県地域福祉支援計画策定指針のなり方について(一人ひとりの地域住民への訴
え)Jにおいて、社会福祉法第107条及び第108条における住民等は、地域福祉計闘の策定について意見を
述べるだけの存在ではない。計画策定に参加すると何時に自らが地域福祉の担い手であると認識すること
が重要と指摘している。したがって、特に関係自体の参加を要請する場合は、代表者の形式的参加で事足
りるとすべきではないと雷える。
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また、地域福祉の担い手としては、例えば次のような者が考えられ、地域住民、要支援者の間体、自治
会・町内会、地縁型組織等、一般企業、商高街等、民生委員・児童委員、福祉委員等、ボランテイア、ボ
ランティア居体、特定非営利活動法人 (NPO法人)、住民参加型在宅サービス鴎体等、農業協同結合、消
費生活協同組合等、社会福祉法人、地毘(校区)社会福祉協議会等、社会福祉従事者(民間事業者を合む)、
揺祉関連民際事業者(シルバーサービス事業者等)、その他の諸国体がある前。
市町村地域福祉計画は、地域住民に最も身近な行政主体である市区町村(以下「市町村jという。)が、
地域指祉推進の主体である住民等の参加を得て地域の要支援者の生活上の解決すべき課題(以下「生活課
題Jという。)とそれに対応する必要なサービスの内容や景、その現状を明らかにし、かつ、確保し提供
する体制を音1-面的に整備することを内容とする。このように社会福祉法で、地域揺祉計画策定について規定
され、住民参加が明らかにされている。
行政と地域住民の公私協働による地域づくりの必要性を示し、地域住民の考え方が地域福祉計顕策定に
おいて具現化されることになるため、行政と地域住民が藍接意克を出し合いながら計画を策定していくこ
と、多採な世代が参加すること、および従来の縦割りではなく横断的な組織体制をとることが必要になる
と考えられる。
また、都道府県地域福祉支援計画は、市町村の度域を包含する広域的な地方公共団体として広域的な観
点から市町村を支援する際、市町村の規模、地域の特性、施策への取組状況等に応じて、きめ細かな配慮
を行う必要があり、このために市町村支援を旨とするものである。
以上のことから、社会描祉法に規定されている地域福祉計画の策定は、今後の各市町村および、都道府県
における地域福祉のあり方と具体的な推進方策を示すものと考えられる。
地域福祉計聞は行政計画として位置付けられているが、その策定・実施・評価の各段階において、住民
参加を規定している点が、従来の福祉に隠する行政計画と異なっている九したがって、地方自治体にお
いて住民参加による地域福祉を作っていくために、地域福祉計画策定の過程のなかに住民参加を組み込ん
だと捉えられる。
地域福祉計画の策定手法について、①横i析的なプロジェクトチームの編成、~住民のワークショップづ
くり、③サボーターという志援屈の確保、④専門家(指導者)の確保、⑤素案はワークショップメンバー
による住民説明会、⑤計臨書の素案はプロジ、ェクトメンパー全員の役割分担とする。等について考え、幾
つかの役割を明確に分担する仕掛けを作ることで、本来的な計商策定の内容を作り上げることができると
の指摘がある附
このようなことカかミら、縦書日りで実施されることがないように、縦割り行政の弊害をi坊ぐ仕組みが必要に
なると考えられる。しかしながら、小規模な町村の場合、これら①から⑥までの条件を整えるにはかなり
時簡がかかることになる。この場合、広域的な見地から、市町村が地域揺祉を推進するための支援につい
て具体的に明らかにする「都道府県地域福祉支援計盟」の内容に、町村が小規模な場合の十分な支援策を
盛り込んでおくことや都道府黒による具体的な支援が求められる。
理 z 地域福祉計器策定における住民参加と福祉教警の読点
地域福松のあり方については、 1970年代に制度・政策論的アプローチ11)、機能論的アプローチ12)、1980
年代にサーピス供給論的アプローチ問、 1990年代以持に住民参加や住民自治によるアプローチ14)15)が提起
された。 以前から地域福祉における住民参加の重要性が指摘されてきたが、 2000年に社会福祉法が成立す
ることによって、社会揺祉のあり方として地域福祉の誰進が重視され、地域福祉計画策定において住民参
地域福祉計画策定の意義に関する考察 221 
加が求められることになった。
地域福祉計画は、基本的に行政によって作成される計画として理解されるが、地方自治体が地域住民の
合意を経て、地域の実情に応じた社会福社を推進するものであり、前述した地方自治法第2条第4項に規
定された市町村基本講想を踏まえ、既存の社会福祉分野や隣接領域の諸計開と調和をもって策定されるも
のである問。
現時点では、地域指祉計商の考え方や策定の手}I&等確定していないため、計翻策定における地方自治体
の裁量は大きい。地方自治体自らの権限と責任において、地方自i台の確立を閤ることが求められている。
このため、地域福祉を推進することが必要になり、そのためには住民参加が重視されることになったが、
地域福祉計画策定の過程においてどのように住民参加を実現していくのかを検討することが、地域福祉計
闘の策定の成否に大きく影響すると考えられる。
したがって、地域福祉計画の策定方法をいかに捉えるかが重要な視点となる。地域指祉計闘には地域福
祉計砲としての側面と自立生活支援計画という側面の2つの側面がある。都市計画毒事に見られる政策方針
と行政実務の調整を意関した計商策定の方法(マクロアプローチ)と個別の自立生活支援の延長に計画策
定を位置付けていくという計画策定の方法(ミクロアプロ…チ)があり、双方からの働きかけによって地
域福祉計画の策定が位霞付けられるとの指摘があるヘ
住民参加が地域指祉計爵策定の成否に大きな影響を与えることを考慮すると、ミクロアプローチを重視
することが不可欠となる。このため、方法として地域住民から広範囲に意見を聴寂し、計闘の策定~星稜に
関しでも、実施過程に関しでも地域住民に理解と協力を得ることが重要となるiヘ
さらに、住民参加を重視するのであれば、計画策定後だけでなく策定のプロセスも含めて、地域住民に
福祉教育を行うことによって、地域住民自らが地域を守っていく気概を持ち、地域福祉を向上させる担い
手となることの重要性を学ぶ必要がある。したがって、地域福祉計商の策定に際して、地域住民に対する
福祉教育の観点を含めることを検討する必要があると考えられる。
唖圃結 論
社会福祉法では、地域福祉計画策定について規定され、住民参加の必要性が明らかにされている。さら
に、行政と地域住民の公私協働による地域づくりの重要性を示し、地域住民の考え方が地域福祉計闘の策
において具現化されることになる。このため、行政と地域住民が夜接意見を出し合いながら計画を策定
していくこと、多様な世代が参加すること、および従来の縦割りではなく横断的な組織体制をとる必要が
ある。特に、市町村地域福祉計阪の策定においては、地域住民自らの健やかで安心できる生活を日指す観
点が必要なため、地域福祉計画の策定に際して、地域住民に対する福祉教育の観点を含めるべきと考えた。
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